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第 1章 計画策定にあたって 
 

1．計画策定の目的 

我が国は、世界に類を見ない速さで高齢化が進行しており、本市においても、2026（令和 8）

年の高齢化率は 34.5％と、市民のおよそ 3人に 1人が 65歳以上という状況にあります。今後も

生産年齢人口の減少が続く一方、高齢者のみの世帯や高齢者独居世帯が増加するなど、高齢者

を取り巻く生活環境は大きく変化していくことが見込まれています。 

こうした中、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳を保ちながら、その人らしく安心して暮らし

続けることができるよう、医療、介護、予防、住まい及び生活支援が一体的に提供される「地

域包括ケアシステム」の深化・推進が求められています。あわせて、介護を必要とする状態に

なっても、必要なサービスを適切に利用できる体制を整備するとともに、介護を担う人材の確

保・育成・定着や、高齢者を支える家族への支援など、地域全体で高齢者を支えるしくみづく

りを進めていく必要があります。 

本市では、これまで高齢者福祉計画及び介護保険事業計画を 3年ごとに策定し、高齢者福祉

の充実と介護保険制度の円滑な運営に取り組んできました。介護予防の推進や在宅生活を支え

るサービス基盤の整備、地域包括支援センターを中心とした相談支援体制の充実など、地域包

括ケアシステムの構築に向けた取り組みを段階的に進めてきたところですが、生産年齢人口の

急速な減少や高齢者のみの世帯の増加、介護人材の不足といった新たな課題への対応も、より

一層求められています。 

本計画は、老人福祉法第 20条の 8に基づく「老人福祉計画」及び介護保険法第 117条に基づ

く「介護保険事業計画」として一体的に策定するものであり、本市における高齢者福祉施策及

び介護保険事業の基本的な方向性と具体的な取り組みを示すものです。策定にあたっては、介

護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査及び介護人材実態調査の結果を踏まえ、

高齢者の生活実態やニーズ、介護者及び介護人材が抱える課題を的確に把握したうえで、実効

性のある施策を盛り込むこととしました。 

本計画に基づき、行政、市民、関係機関・団体が一体となって取り組みを進めることで、誰

もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる、持続可能な高齢社会の実現を目指します。 
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2．計画策定の位置づけ 

１）根拠法令等 

高齢者福祉計画は、老人福祉法第 20条の 8の規定による市町村老人福祉計画で、本市におい

て確保すべき高齢者福祉事業の量の目標を定め、供給体制の確保を図るものです。  

介護保険事業計画は、介護保険法第 117条の規定による市町村介護保険事業計画で、本市に

おける要介護者等の人数、要介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必要なサービス量を見

込み、介護サービスを提供する体制を確保する等、介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施

に資することを目的としたものです。  

また、本計画は「地域包括ケア計画」として位置づけ、在宅医療・介護の連携の推進等を進

めていくものです。 

 

 

２） 関連計画との関係 

本計画は、将来における本市のあるべき姿と進むべき方向について、基本的な指針を定めた

最上位計画である「伊賀市総合計画」との整合性を図った上で策定します。  

また、保健福祉分野の総合計画である「伊賀市地域福祉計画」を上位計画として、他部門の

計画と整合を図りながら進めます。 
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５．本計画のポイント 

１）第 10期介護保険事業計画基本指針の基本的な考え方 （仮） 

第 10期計画に向けて、令和 8年 6月に「社会福祉法等の一部を改正する法律（令和 8年法律

第 51号）」が公布されるとともに、国の社会保障審議会介護保険部会において基本指針（案）

が示されています。以下は、現時点で示されている主な方向性です。 

（資料：厚生労働省令和８年度 全国介護保険担当課長会議資料「基本指針の構成について」

令和 8年 7月 15日時点） 

 

見直しのポイント 

◆ 介護サービス基盤の計画的な整備 

⚫ 都道府県と市町村が 2040年度を見据えた中長期的な推計を実施し、共通の課題認

識のもとで関係者とサービス提供体制の在り方を検討する。   

⚫ 計画策定プロセスを整理し、都道府県の関与や医療・介護連携を強化するととも

に、地域の現状把握や分析を支援する指標等を提示する。 

⚫ 中山間・人口減少地域、大都市部、一般市などの地域類型に応じた計画策定を行

い、医療との連携や高齢者向け住まいの入居状況を踏まえた体制を構築する。 

 

◆ 地域包括ケアシステムの深化 

⚫ 総合事業の多様なサービスや活動の充実に向けて、多様な主体とのつながりづく

り等の支援や、質の向上を図るための分析・評価を推進する。 

⚫ 頼れる身寄りがいない高齢者等の生活ニーズを地域全体の課題として解決するた

め、関係者が協議し切れ目のない支援を提供する地域づくりを進める。   

⚫ 認知症基本法および認知症施策推進基本計画に基づいた取り組みを推進する。 

 

◆ 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

⚫ 都道府県が主体となって介護人材確保のプラットフォームを構築し、生産性向上

等のための協議会を設置して協働で課題解決に取り組む。 

⚫ テクノロジーの活用による生産性向上や、協働化・大規模化による経営基盤の強

化を推進する。   
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 第 10期計画において記載を充実する事項 

◆ 介護サービス基盤の計画的な整備 

⚫ 計画の策定: 2040年度を見据えた中長期推計の実施、広域的に議論する体制の構

築、医療・介護担当者らが議論すべき内容の明確化、ロジックモデルの活用や

PDCAサイクルに沿った計画策定の推進を行う。 

⚫ 地域の実情に応じた体制: 「時間軸」と「地域軸」の視点から地域類型を念頭に

置いた計画策定の重要性を明記する。 

⚫ 中山間・人口減少地域でのサービス確保（人材確保、生産性向上、特例介護サー

ビスの活用等）や、やむを得ない場合の高齢者事業の廃止・転用等への対応を推

進する。また、医療連携や有料老人ホーム等の入居状況を勘案する。 

 

◆ 地域包括ケアシステムの深化 

⚫ 改正住宅セーフティネット法を踏まえた住宅部局と福祉部局の連携や、総合事業

内外の多様な活動・事業を含めた取り組みの重要性を記載する。 

⚫ 介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・運営を進める。 

⚫ 頼れる身寄りがいない高齢者等への地域包括支援センターによる相談対応の明確

化と、切れ目のない支援体制を推進する。 

⚫ 認知症基本法等に基づく取り組みの推進、高齢者向け住まいや同居者等からの虐

待防止を推進する。 

⚫ 災害や感染症に備え、地域包括支援センターの業務継続計画（BCP）等の策定や平

時からの訓練の重要性を盛り込む。 

 

◆ 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援等 

⚫ 多様な人材の確保・育成、離職防止・定着促進、介護職の魅力向上、外国人材の

受入環境整備、介護テクノロジーの導入促進、協働化の推進など、各種支援策に

関する取り組みを充実させる。 
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第２章 高齢者を取り巻く現状と課題 

２．アンケート調査結果 

１）アンケート調査の概要 

1 調査の目的 

この調査は、市の高齢者の状況等を的確に把握し、取り組むべき課題や高齢者福祉施策

の方向性、サービス目標量等を定める、伊賀市第 8次高齢者福祉計画・第 10期介護保険

事業計画を策定することを目的に実施したものです。 

2 調査の方法 

① 調査対象地域：伊賀市全域 

② 調査対象者： 

調査種別 対象者 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
伊賀市在住の 65歳以上の方で要介護認定がない人及び 

要支援 1～2の人 

在宅介護実態調査 
伊賀市在住の 65 歳以上の方で要介護認定(要介護 1～5)

を受けている在宅の方とその介護者の方 

介護人材実態調査 伊賀市にある介護サービス事業所及び従業員 

③ 調 査 期 間：令和 7年 12月～令和 8年 1月（調査基準日は令和 7年 11月 1日） 

④ 調 査 方 法：  

調査種別 対象者 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 調査票による本人記入方式、郵送配布・郵送回収による

郵送調査 在宅介護実態調査 

介護人材実態調査 インターネット調査 

 

3 配布・回収数 

①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

有効配布数 有効回収数 有効回収率 

5,000 3,042 60.8% 

②在宅介護実態調査 

有効配布数 有効回収数 有効回収率 

600 347 57.8% 

③介護人材実態調査 

種別 有効配布数 有効回答数 有効回答率 

介護施設・事業所 150 59 39.3% 

通所サービス・施設サービスの介護職員 ー 212 

訪問介護を行う介護職員 ー 30 
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3．伊賀市の高齢者を取り巻く課題 

1）「住み慣れた地域で暮らし続けるために」についての課題 

① 地域共生社会の推進、相談支援体制の充実 

近年、経済的な困窮や社会的孤立、虐待など、高齢者本人だけでなく世帯全体として複雑

化・複合化した課題を抱えるケースが増加しています。こうした課題は個別の家庭にとどまら

ず、本市全体に共通する課題となりつつあり、福祉、医療、住まい、就労等の各分野が連携

し、世帯を丸ごと支える「地域共生社会」の実現に向けた体制づくりが求められています。 

そのためには、高齢、障がい、児童、生活困窮といった分野を超えて多機関が連携できる包

括的な支援体制を整備していくことが必要です。特に、地域包括ケアシステムの中核機関であ

る地域包括支援センターには、福祉に関するあらゆる分野の部署や関係機関と連携を図りなが

ら、専門的な相談事案に的確に対応する役割が一層求められており、職員のスキルアップを図

るための研修体制の充実にも取り組んでいく必要があります。 

② 医療計画との整合性の確保、医療と介護の連携体制の構築 

高齢化の進展に伴い、認知症や複数の疾患を併せ持つ高齢者の増加が見込まれることから、

医療と介護が一体となった「途切れない支援体制」の構築がこれまで以上に重要となっていま

す。入院医療と在宅医療を担う医療機関との連携を強化し、在宅生活への復帰を通じて切れ目

のないサービス提供が行われる体制を強化するとともに、医療や介護、福祉の関係者間の連携

強化、圏域内における課題の抽出・整理とその解決に向けた取り組みを継続していく必要があ

ります。 

また、本人が望む医療・ケアについて、本人・家族と医療・ケアチームが事前に話し合う

「ACP（人生会議）」の認知度向上と、市民が実際に取り組めるしくみづくりも重要な課題で

す。あわせて、災害発生時においても必要な医療が継続して提供されるよう、医療救護体制の

具体化に向けた検討を進めていく必要があります。 

③ 高齢者の権利を守る支援の充実 

高齢者虐待の防止のためには、早期発見・早期対応が何よりも重要であり、保健・医療・福

祉の関係機関や地域住民が、それぞれの立場で虐待のサインに早期かつ敏感に気づき、適切に

対応できる体制づくりが必要です。 

また、頼れる身寄りのいない高齢者の増加に伴い、入院・入所時の身元保証や医療行為への

同意、死後の事務手続きなどに関するニーズが急速に高まっています。成年後見制度の利用を

地域全体で支える体制の整備や、判断能力に不安のある方、頼れる身寄りのない方の意思決定

を尊重しながら支援していくしくみづくりが求められます。あわせて、高齢者虐待や消費者被

害を未然に防止するため、幅広い世代を対象とした権利擁護に関する普及啓発にも継続して取

り組んでいく必要があります。 

④ 地域ぐるみの高齢者支援の推進 

地域生活課題を抱える住民に対する支援体制の強化とあわせ、協定を締結する事業者・団体

との連携をより密にし、地域ぐるみでの高齢者支援を一層促進していくことが必要です。地域

ケア会議をはじめとする各種会議の場を通じて、関係機関が日頃抱える課題を共有し、地域の

Administrator
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福祉課題を抽出したうえで、その解決に向けた具体的な取り組みにつなげていくことが重要で

す。 

一方、地域における見守り活動の継続には、担い手不足という課題が顕在化しています。今

後は、ICTを活用した次世代型の見守り支援体制の構築など、新たな手法も取り入れながら、持

続可能な見守りネットワークを確立していく必要があります。 

⑤ 高齢者福祉サービスの充実 

協議体である地域福祉ネットワーク会議は、全ての地区での設置が完了しましたが、今後は

その活動を継続していくための運営支援が重要となります。各地区の地域福祉ネットワーク会

議で抽出された課題の解決に向け、地域が主体となった取り組みへとつながるよう、市として

も適切な支援を行っていく必要があります。 

また、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査においても、地域包括支援センターを「相談窓

口」として認知していない高齢者が一定数みられたことを踏まえ、支援を必要とする際の相談

窓口としての認知度を高めるとともに、支援を必要とする人を早期に把握する取り組みを強化

することが重要です。あわせて、介護予防や重症化予防につながる介護予防ケアマネジメント

を推進する観点から、サロン活動など通いの場を継続していくしくみづくりや、民間事業者・

地域資源とも連携した、持続可能で生活ニーズに即した福祉サービスの再構築が求められま

す。 

⑥ 住み良いまちづくりの推進 

介護予防日常生活圏域ニーズ調査では、外出を控えている主な理由として「足腰などの痛

み」（49.2%）に次いで「交通手段がない」（20.3%）が挙げられており、移動手段の確保が高

齢者の社会参加を左右する重要な要素となっていることがうかがえます。今後、移動に困難を

抱える高齢者がさらに増加することが見込まれる中、交通部局と福祉部局、地域社会が一体と

なって、持続可能な移動支援ネットワークの再構築に取り組んでいく必要があります。あわせ

て、福祉有償運送事業による移動支援サービスについても、引き続き安定した運営が行われる

よう支援していくことが求められます。 

また、住まいに関する課題に対応するため設立された居住支援協議会についても、住まい探

しに困難を抱える高齢者等に対する長期的な伴走支援体制の構築を引き続き進めていく必要が

あります。住民相互の理解と協力のもと、誰もが安心して暮らせる住みやすいまちづくりに向

けた取り組みを、一層強化していくことが重要です。 

⑦ 安全・安心のまちづくりの推進 

災害時に支援を要する一人暮らし高齢者等の避難行動要支援者については、その所在や状況

の把握に努めるとともに、地域等と協働しながら個別避難計画の作成をさらに推進していく体

制づくりが必要です。 

また、高齢者を狙った特殊詐欺の被害は依然として多発しており、警察等の関係機関との連

携を図りながら、防犯啓発の取り組みを継続していくことが重要です。さらに、災害や感染症

の発生時においても、介護サービスが継続的に提供されるよう、介護事業所等における平常時

からの備え（業務継続計画の策定、訓練の実施、必要な物資の備蓄、設備等の点検整備等）を

促進していく必要があります。 
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２) 「いきいきと活動するために」についての課題 

① 健康づくり・介護予防施策の充実・推進 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、軽い運動・体操を「ほとんどしない」高齢者が

36.1%にのぼる一方、過去 1年間に転倒を経験した人は 37.7%、転倒に不安を感じている人は

63.9%と過半数を占めており、運動習慣の定着と転倒予防への対応が大きな課題となっていま

す。日頃から健康づくりに関心を持ち、生活習慣の改善に取り組むことで生活習慣病予防や介

護予防につなげられるよう、重症化予防に関する情報提供等を進めていく必要があります。 

また、家に閉じこもりがちでフレイル（虚弱）のリスクが高い高齢者を早期に発見し、地域

とのつながりを保つアプローチも重要です。本調査のリスク分析においても、フレイルリスク

群は全体の 7.5%と最も高い割合を占め、85歳以上で急増する傾向が確認されており、特に「固

いものが食べにくい」「むせる」といった口腔機能の低下が先行指標となっている可能性が示

唆されています。こうした結果を踏まえ、オーラルフレイル対策をはじめとする早期介入の強

化が求められます。 

参加率が低い男性高齢者の社会参加を促すしかけづくりや、一人ひとりが「生きがい・役

割」を持てる活動の創出にも取り組むとともに、状態に応じた持続可能な介護予防体制を構築

していく必要があります。あわせて、後期高齢者医療被保険者を対象としたハイリスクアプロ

ーチ（個別指導）とポピュレーションアプローチ（通いの場での健康教育等）を継続しつつ、

若い世代からの生活習慣病・フレイル予防にも取り組むことが重要です。健康無関心層や現役

世代などターゲットを絞ったアプローチを強化するとともに、企業や地域団体との連携を深

め、市民の行動変容を後押ししていく必要があります。また、加齢に伴う「聴こえの問題」は

閉じこもりや認知症発症リスクの一因となることから、その啓発や相談体制の強化にも取り組

んでいく必要があります。 

② 就労・ボランティア活動の促進 

就労は、高齢者にとって収入を得る手段であるだけでなく、生きがいとしても重要な意味を

持ちます。職業相談員と社会福祉協議会、ハローワーク等の関係機関との連携を強化し、高齢

者の就労・雇用の促進を図っていく必要があります。 

シルバー人材センターについては、近年会員数の減少が課題となっており、会員同士の交流

を通じて地域とのつながりを強化しながら、高齢者の社会参加・社会復帰を促進していくこと

が求められます。あわせて、ボランティア活動等を通じて地域社会と交流できる機会を充実さ

せ、高齢者の社会参加を一層促進していく必要があります。 

③ 生きがい活動の促進 

社会の価値観の多様化や高齢者の多様なニーズに応じた、生涯学習活動の機会を充実させて

いくことが必要です。高齢者の学びにつながる講座の実施に加え、地域で活躍する人材の育成

を目的とした講座の実施にも取り組む必要があります。 

老人クラブについては、会員数の減少など弱体化が進む一方で、地域福祉を支える重要な地

域資源（担い手）であり続けています。市としても、その活動の継続を適切に支援すること

で、地域の支え合い機能の維持と高齢者の生きがい活動の促進を図っていく必要があります。 
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3）「認知症になっても安心して暮らすために」についての課題 

① 普及啓発・本人発信支援 

認知症高齢者やその家族が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けるためには、地域住民や

地域の支援組織、専門機関、行政が連携・協力した支援体制が不可欠です。認知症サポーター

養成講座を継続的に実施し、認知症に対する正しい知識の普及啓発を図るとともに、養成講座

の受講修了者を対象としたステップアップ講座を開催するなど、「チームオレンジ」の推進に

向けた取り組みを進めていく必要があります。こうした自主的な活動を、認知症の人を地域全

体で見守ることができる地域づくりへと広げ、認知症の理解者・支援者を増やしていくことが

重要です。 

また、認知症の人本人が自らの言葉で思いや経験を語り、その声が地域に届けられること

で、認知症になっても自分らしく暮らし続けることのできる社会の実現を目指していく必要が

あります。 

② 認知症予防の推進 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、この 1か月間に気分が沈んだりゆううつになった

ことがある人が 33.2%、もの忘れがあると感じている人も一定数みられるなど、心身両面でのリ

スクが確認されています。こうした状況を踏まえ、地域の「通いの場」を増やし、参加を通じ

て認知症予防につなげていく取り組みを推進していく必要があります。 

あわせて、本人の尊厳を傷つけることなく異変を察知し、受診や専門相談へと適切につなげ

ることができる「地域の見守り・気づきのネットワーク」の強化が求められます。もの忘れ相

談についても、軽度認知障害（MCI）を中心とした内容へと見直し、より早期の段階から認知症

リスクを認識し、予防等につなげていく取り組みへと転換していく必要があります。早期発見

のための体制構築や、相談場所の周知啓発にも継続して取り組んでいきます。 

③ 家族に対する支援の充実 

在宅介護実態調査では、要介護者の傷病として「認知症」が 27.4%と最も多く、介護者が不安

に感じる介護としても「認知症状への対応」が 24.7%と上位に挙げられており、認知症高齢者を

介護する家族への支援の重要性が改めて示されています。介護離職や高齢者虐待が社会的な問

題となる中、地域における相互の支え合いとあわせ、介護者の不安を解消し、介護離職につな

がらないよう効果的なサービス提供と在宅介護への支援の充実を図ることが重要です。 

認知症カフェについては、運営できる人材の育成や実施箇所の拡充を図り、参加者の増加に

つなげるしくみづくりが必要です。あわせて、認知症サポーターの活動の場として、既存の認

知症カフェやサロン等との連携を進めるとともに、家族同士の支え合い（ピア活動）の場であ

る「認知症の人と家族の会つどい・交流会」の周知啓発にも取り組んでいきます。また、認知

症高齢者を介護する家族が、心身ともにリフレッシュできる時間を持てるよう、支援の充実を

図っていく必要があります。 

④ 認知症バリアフリーの推進 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）をはじめ、小規模多機能型居宅介護、看護小

規模多機能型居宅介護等の地域密着型サービスについては、地域の需要を見極めたうえで、計

画的な整備を進めていく必要があります。 
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また、認知症の人を保護の対象としてのみ捉えるのではなく、一人の市民としてその意思を

尊重し、社会参加や活躍を後押しできる「心と環境のバリアフリー」を推進していくことが重

要です。認知症の人やその家族の視点を重視しながら、認知症との「共生」と「予防」を車の

両輪として施策を推進し、認知症にやさしいまちづくりに向けて、市民の正しい知識と理解を

一層深めていく必要があります。 

 

4）「介護が必要となっても安心して暮らすために」についての課題 

① 居宅サービスの充実 

在宅介護実態調査では、要介護者の 72.3%が「入所・入居は検討していない」と回答し、在宅

での生活継続を希望する傾向が強いことが明らかになっています。こうした意向に応えるため

には、日常生活圏域ごとに地域ニーズを的確に把握し、その課題等を踏まえながら、必要な介

護サービスを計画的に整備していくしくみを整えることが重要です。 

地域密着型サービスについては、その地域での生活を支えるためのものであることから、必

要なサービスが切れ目なく提供される取り組みが求められます。あわせて、介護予防日常生活

圏域ニーズ調査において「定期的に訪問診療や訪問看護が受けられる体制」（33.4%）へのニー

ズが高かったことを踏まえ、高齢者が介護を必要とする状態になっても、その人らしく安心し

て生活できるよう、地域の実情に応じた居宅サービスの充実を図っていく必要があります。 

② 施設・居住系サービスの充実 

施設でのケアを必要とする高齢者が適切にサービスを利用できるよう、また、介護離職ゼロ

への対応の観点からも、必要な施設整備を計画的に進めていくことが重要です。入所待機者数

はこれまでの取り組みにより減少傾向にあるものの、引き続き待機者の解消に向けた取り組み

を継続していく必要があります。 

③ 市町村特別給付 

在宅介護を推進するための本市独自の施策である紙おむつ等介護用品の給付については、利

用者のニーズや社会状況の変化を踏まえ、必要に応じて対象者や上限額の見直しを行いなが

ら、継続して取り組んでいく必要があります。 

④ 利用者本位のサービス提供の推進 

介護サービスを必要とする高齢者は今後も増加が見込まれることから、利用者のニーズに応

じたサービスを安定的に供給していくため、利用見込量と供給量のバランスを見極めながら、

新規サービス事業者の参入を促していくことが必要です。 

また、利用者本位のケアマネジメントを実現するためには、介護支援専門員のスキルアップ

や、各居宅介護支援事業所における課題解決力の向上に向けた取り組みが重要となります。引

き続き、介護保険制度の周知徹底やケアプランの点検等に取り組み、介護給付費の適正化を図

るとともに、集団指導については関係部署と連携した効率化と重要事項の周知徹底を、運営指

導については実効性の高い指導の推進を図っていく必要があります。 
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⑤ 介護者支援の充実 

在宅介護実態調査では、要介護者の世帯類型のうち「単身世帯」が 25.1%、「夫婦のみ世帯」

が 23.9%を占めるとともに、主な介護者は「子」（53.0%）や「配偶者」（24.7%）が中心で、年

齢層は 60代・70代が多くを占めるなど、いわゆる老老介護の傾向がうかがえます。高齢者のみ

世帯の増加とあわせ、介護者自身の高齢化が進む中、介護者の身体的・精神的負担の軽減に向

けた支援の充実が一層重要となっています。 

また、介護支援専門員が抱える悩みや課題への相談・助言体制を整えるとともに、研修等を

通じて専門職全体のスキルアップを図る必要があります。個々の介護支援専門員が単独で対応

するのではなく、居宅介護支援専門員連絡会等のグループを活用し、課題の共有と連携を図る

体制づくりを進めていきます。 

⑥ 介護人材の確保と資質の向上 

介護人材実態調査では、「やや不足している」「大幅に不足している」を合わせて約 7割の

事業所が人材不足を実感していると回答しており、「十分に充足している」事業所は 8.5%とい

う深刻な状況が明らかになりました。採用面では「応募者数が不足している」（78.0%）が突出

して多く、定着面でも「仕事の負担やストレスが大きい」（55.9%）、「賃金・待遇に不満があ

る」（49.2%）が主な課題として挙げられています。 

全国的に介護人材が不足する中、本市においても、現に介護分野に従事している職員のスキ

ルアップを促進するとともに、未経験者の参入促進にも取り組んでいく必要があります。介護

サービス事業所に従事する職員の業務負担を軽減し、定着につながる支援を行う取り組みが重

要であり、市に対しては「職場環境改善のための助成金や補助金の支給」（61.0%）、「処遇改

善（賃金引上げ等）に関する支援・助成」（54.2%）への期待が高いことから、こうした財政的

支援の充実についても検討していく必要があります。 
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第 3章 計画の基本的な枠組み 

1．基本理念 

本計画は、2000（平成 12）年の介護保険制度開始以降、数次にわたる改定を経て、現在に至

っています。計画の基本理念は、本市がめざすべき高齢社会の姿を表すものとして、前計画に

引き続き、次のとおり定めます。 

みんなで創ろう！ 

いつまでも元気な笑顔が輝く 

支え合いと安心のまち 
   
これは、すべての人が、住み慣れた地域の中で、あたたかい心配りを受けて心豊かに暮らし

ながら、互いに人生の中で培った経験を発揮し、地域全体の力となっている社会を表していま

す。地域に住む人が「支える側」と「支えられる側」という画一的な関係ではなく、お互いに

支え合う社会です。 

団塊の世代が 75歳以上となる 2025（令和 7）年、団塊ジュニア世代が 65歳以上の高齢者に

なる 2040（令和 22）年に向けて、住まい・医療・介護予防・生活支援が、多職種の連携と住民

同士の支え合いにより包括的に確保される「地域包括ケアシステム」を推進していくために、

高齢者支援・障がい者支援・子育て支援・生活困窮者自立支援の 4つの支援を柱に、「相談支

援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を一体的に取り組む重層的な支援体制の整備が

求められています。 

誰もが地域の課題を「我が事」としてとらえ、多様化、複合化する課題に「丸ごと」対応で

きる包括的な支援体制が確立したまちづくりをめざします。 

この理念のもと、本市では 2040（令和 22）年に向けた現役世代の急減を見据え、高齢者が住

み慣れた地域で最期まで自分らしく自立した日常生活を過ごせるまちづくりを、さらに一歩進

めていきます。そのため、本計画では、次の 4つの視点を重視して取り組みを進めます。 

①地域共生社会の実現に向けた取組の推進と、包括的支援体制の確立 

分野や制度の枠を超え、誰もが地域の中で役割を持ち、支え合いながら暮らせる社会の実現

に向けて、多機関が連携する包括的な支援体制の確立を進めます。 

②データに基づいた介護予防施策の推進と、地域での支え合いの強化 

アンケート調査等から得られる客観的なデータに基づき、フレイルや孤立など高齢者が抱え

るリスクを的確に把握したうえで、効果的な介護予防施策を展開するとともに、地域における

支え合いのしくみを強化します。 

③認知症の人が希望と尊厳を持って暮らせる社会を目指す「共生と予防」の推進 

認知症になっても、本人の意思が尊重され、希望と尊厳を持って暮らし続けられるよう、

「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進します。 

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示

Administrator
ハイライト表示



【資料 ３（抜粋）】 

14 

 

④持続可能な介護を支える「人材確保及び定着支援」と「生産性向上」の取組の推進 

介護人材の確保・定着に向けた支援とあわせ、ICTの活用等による業務効率化や生産性向上の

取り組みを進め、持続可能な介護サービス提供体制を構築します。 

  

Administrator
ハイライト表示
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2．基本目標 

基本目標 1  住み慣れた地域で暮らし続けるために 

～地域共生社会の実現に向け、多様な支え合いと包括的支援体制を推進する～ 

現状と課題 

少子高齢化や単身世帯の増加に伴い、高齢者をめぐる課題は、生活困窮、社会的孤立、老々

介護など複雑化・複合化しています。地域包括ケアシステムを円滑に運用するためには多機関

の協働が不可欠であり、その中核を担う地域包括支援センターでは年々相談支援件数が増加し

ています。 

住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを最後まで続けるためには、従来の制度ごとの

対応だけでは限界があります。高齢者の外出頻度や地域活動への参加の減少など日常生活の変

化が懸念される中、支援を要していても自ら声を上げにくい高齢者を早期に把握するしくみが

十分とは言えません。また、頼れる身寄りのない高齢者の増加に伴い、入院や施設入所の際の

身元保証、医療行為への同意、死後事務などへの対応が大きな課題となっています。判断能力

に不安のある方の権利を守る成年後見制度についても、市民への周知はまだ十分ではありませ

ん。 

こうした課題に対応するため、ともに支え合う「地域共生社会」の実現をめざし、地域住民

等と支援関係機関が協力し、地域生活課題を抱える地域住民を包括的に支える「包括的支援体

制」の推進が不可欠です。 

方向性 

地域住民が主体となった支え合い活動や通いの場の創出を支援し、住民主体の地域づくりを

推進します。あわせて、一人ひとりが地域の中で何らかの役割を持ち、生きがいを持てる環境

を整えることで、閉じこもりや孤立の防止と社会参加の促進を図ります。 

頼れる身寄りのない高齢者が安心してサービスを利用できるよう、関係機関と連携した支援

体制を構築するとともに、社会福祉協議会の日常生活自立支援事業との連携や成年後見制度の

周知、中核機関である伊賀地域福祉後見サポートセンターの機能充実を進めます。あわせてＡ

ＣＰ（人生会議）の普及啓発をはじめ、高齢者本人の意思が尊重される意思決定支援の充実に

も取り組みます。こうした取り組みを、地域住民等と支援関係機関が協力した包括的支援体制

のさらなる推進につなげます。 

また、制度・分野の枠を超えた多機関協働によるネットワークを強化し、切れ目のない一体

的な支援の実施をめざします。  
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【地域包括ケアシステムの構築（イメージ）】 

 

 

 

市民・地域・行政の役割 

主体 役割 

市民 
自身の健康や生活環境に関心を持ち、困りごとがある場合は早めに相談窓口を頼

ります。 

地域 
単身高齢者や高齢者世帯への日常的な声かけや、相談窓口につなぐ見守り体制を

つくります。 

行政 

包括的支援体制の強化や、医療・介護連携のためのネットワークを構築・維持し

ます。あわせて、頼れる身寄りのない高齢者への支援体制や成年後見制度の周知

を進めます。 
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基本目標 2 いきいきと活動するために 

～効果的な介護予防を推進し、誰もがいきいきと元気に活動できる環境を構築する～ 

現状と課題 

国は、2040（令和 22）年までに健康寿命を 3年以上延伸することを目標に掲げており、高齢

化がさらに進む中、心身ともに自立して元気に暮らせる「健康寿命」をいかに延ばしていくか

が重要な課題となっています。 

本市のアンケート調査では、軽い運動・体操を「ほとんどしない」高齢者が 36.1%にのぼり、

過去 1年間に転倒を経験した人も 37.7%と多く、定期的な運動習慣の定着とフレイル（心身の虚

弱）対策が急務となっています。また、ボランティアや趣味、介護予防の通いの場など各種グ

ループ活動への「不参加」がいずれも過半数を占めており、社会とのつながりや活動の場が十

分に確保されていない現状がうかがえます。心身の健康を保つためには、介護予防の取り組み

とあわせて、高齢者一人ひとりが社会の中で役割を持ち、いきいきと活動できる場を確保して

いくことが重要です。 

方向性 

加齢に伴う心身の衰え（フレイル）のリスクを早期に発見し、フレイル予防に取り組む体制

を強化するとともに、加齢に伴う「聴こえの問題」は閉じこもりや認知症発症リスクの一因と

なることから、啓発や相談体制の強化にも取り組んでいきます。あわせて、歩いて通える身近

な場所にサロン等の「通いの場」を増やし、継続的に活動できる拠点づくりを支援すること

で、通いの場の拡大と活性化を図ります。また、高齢者がボランティア活動や地域行事等に

「支え手」として参加できるしくみを整え、これまで培ってきた経験や技能を発揮しながら社

会の中で役割を担い、生きがいを持って活動できる地域共生社会の実現を目指します。 

 

市民・地域・行政の役割 

主体 役割 

市民 
サロンやボランティア活動などに自ら参加し、役割を持って社会と関わり続けま

す。 

地域 
身近な通いの場であるサロン等を運営し、参加者の孤立防止や健康づくりに取り

組みます。 

行政 
介護予防・フレイル予防に関する事業を実施するとともに、市民や地域が主体と

なって行う活動を支援します。 
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基本目標 3 認知症になっても安心して暮らすために 

～認知症への理解と早期対応を推進し、誰もが尊厳を持って共生できる地域を構築

する～ 

現状と課題 

国内の認知症の人は年々増加傾向にあり、2040（令和 22）年には認知症高齢者の数は 584.2

万人、MCI（軽度認知障害）高齢者数は 612.8万人と推計されています。介護予防・日常生活圏

域ニーズ調査においても、「もの忘れがある」と感じている人や、「物事に興味がわかない感

じがよくあった」と回答した人が一定数みられ、認知症や認知機能低下への対応が重要な課題

となっていることがうかがえます。 

一方で、専門的な支援につながるまでに時間がかかり、状態が悪化してから相談に来るケー

スがあるなど、早期発見・早期対応の遅れが課題として挙げられます。また、認知症に関する

正しい知識や認知症の人への理解が十分に浸透しているとは言えず、本人の意思や希望が尊重

され、自分らしく暮らし続けられるための取り組みも同様に広がっていません。本人や家族の

社会的孤立のリスクを避けるためには、身近な地域で誰もが気軽にアクセスできる相談・支援

の基盤整備が必要です。 

方向性 

認知症を「我が事」として捉え、地域全体で温かく見守り支える意識を醸成するため、認知

症や認知症の人への正しい理解と知識の普及啓発を推進します。また、早期発見から適切なケ

アへ迅速につなげる体制を確立するとともに、本人や家族が早い段階で SOSを出せる環境を構

築し、早期対応を進めます。あわせて、認知症カフェや地域の通いの場の活性化を通じて、認

知症の人とその家族が地域住民と自然に交流できる場を広げていきます。 

2023（令和 5）年に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の理念を踏ま

え、認知症の人を含めた市民一人ひとりが個性と能力を十分に発揮し、互いに人格と個性を尊

重しつつ支え合いながら共生する社会を目指します。 

 

市民・地域・行政の役割 

主体 役割 

市民 
認知症に対する正しい知識を身につけ、地域で暮らす認知症の人や家族を温かく

見守ります。 

地域 
認知症等の人が住み慣れた地域で安心して日常生活を送れるよう、地域全体の見

守り体制をつくります。 

行政 
認知症カフェへの支援や、初期集中支援チームなどのサポート体制を整備し、認

知症になっても安心して過ごせる場や相談体制の充実を図ります。 
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基本目標 4 介護が必要となっても安心して暮らすために 

～介護・医療・地域の連携を深め、最期まで安心が続く体制を構築する～ 

現状と課題 

今後、後期高齢者の増加に伴い要介護・要支援認定者数も増加が見込まれており、介護保険

サービスの需要が拡大するとともに、介護保険サービスだけでは対応しきれない生活支援サー

ビスへのニーズも一層高まっていきます。在宅介護実態調査でも、要介護者の 72.3%が在宅での

生活継続を希望しており、こうした意向に応えるためには、これまで以上に医療と介護が連携

した支援体制の構築が求められます。 

また、少子高齢化の進行や離職率の高さにより、介護人材の不足が深刻化しています。介護

人材実態調査では、約 7割の事業所が人材不足を実感していると回答しており、応募者数の不

足や、職員の負担・ストレスの大きさ、賃金・待遇への不満が、人材確保・定着における主な

課題として挙げられています。 

方向性 

介護保険サービスを計画的に充実させるとともに、公的サービスだけでは届かない生活の隙

間を地域全体で埋めるしくみを構築するなど、地域資源との協働を推進します。介護の魅力発

信や、ICTの活用による業務効率化等の職場環境改善を通じて介護人材を確保するとともに、職

員の負担軽減を図り、定着を支援する取り組みを進めます。あわせて、家族介護者が一時的に

休息をとれるレスパイトケアの充実や、家族の孤立を防ぐ体制の構築など、家族介護者への多

面的な支援を進めます。 

市民・地域・行政の役割 

主体 役割 

市民 
介護保険制度や利用できるサービスの内容を正しく理解し、必要なサービスを主

体的に利用します。 

地域 
介護サービスだけでは補えない「ちょっとした困りごと」を、支え合いにより補

完します。 

行政 
介護保険事業の適正な運営を行うとともに、介護人材の確保・定着支援を実施

し、サービスの質を担保します。 
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3．今後の伊賀市における重点施策 

1）頼れる身寄りのない高齢者支援と権利擁護体制整備の推進（基本目標 1） 

頼れる身寄りのない高齢者の増加に伴い、入院や施設入所の際の身元保証、医療行為への同

意、死後の事務手続きなどへの対応が大きな課題となっています。こうした方々が安心して必

要なサービスを利用できるよう、入院・入所時における支援体制の構築に重点的に取り組みま

す。 

あわせて、社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業との連携を図るとともに、判断

能力に不安のある方の権利を守る成年後見制度について、より多くの市民に周知し、制度の利

用が円滑に進むよう、取り組みを進めます。また、今後の制度改正に対応できるように、中核

機関である伊賀地域福祉後見サポートセンターの機能強化を図り、持続可能な運営体制の整備

を進めます。 

また、本人が望む医療・ケアのあり方について、本人・家族と医療・ケアチームがあらかじ

め話し合う「ACP（人生会議）」の普及啓発をはじめとした意思決定支援の充実に取り組むとと

もに、アウトリーチ体制を強化し、支援が必要な高齢者を早期に把握できる、孤立防止に向け

た見守り体制の充実を図っていきます。 

2）移動困難者への支援の充実（基本目標 1） 

介護予防日常生活圏域ニーズ調査では、外出を控えている理由として「交通手段がない」

（20.3%）が上位に挙げられており、移動手段の確保が高齢者の社会参加や生活の質を左右する

重要な課題となっています。地域公共交通計画との連携を図りながら、移動困難者の移動に寄

与する施策の構築に努めます。 

あわせて、誰もが利用しやすい移動環境の実現に向けてユニバーサルデザインの普及を進め

るとともに、地域住民が主体となった互助的な移動支援の取り組みを促進します。また、民間

事業者等との連携により、買い物等の生活支援を含めた移動困難者への支援を推進していきま

す。 

3）安全・安心で住みよいまちづくりの推進（基本目標 1） 

災害時の避難支援を実効性のあるものとするため、地域における個別避難計画の作成支援を

充実させるとともに、福祉避難所の活用により、災害時の避難先確保に努めます。あわせて、

平時からの地域とのつながりづくりや、高齢者自身の防災意識の向上を促進することで、いざ

という時の避難の実効性を高めていきます。 

また、高齢者を狙った特殊詐欺等の被害を防止するため、地域や民間事業者等とも連携し、

防犯に関する周知・啓発活動の充実を図っていきます。あわせて、居住支援協議会等と連携

し、高齢者が安心して住まいを確保し続けられる環境づくりを進めます。 

4）介護予防と社会的包摂の推進（基本目標 2） 

既存の通いの場の活用とあわせ、身近で気軽に参加できる場の整備を進めるとともに、介護

予防・日常生活支援総合事業における多様な活動の枠組みを拡充していきます。 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査では、心理的な孤立リスクの背景として「生きがいな

し」「趣味なし」の該当率が高いことが示されており、孤立リスクの高い高齢者を地域の中に
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巻き込み、生きがいとつながりを持てる環境を整備していくことが重要です。住民主体の支え

合い活動などインフォーマルサービスの活用を推進するとともに、高齢者が多世代と自然に交

流し、役割を持って活躍できる「地域共生型」の取り組みを支援していきます。 

5）認知症に備える取り組みや普及啓発の推進（基本目標 3） 

認知症の発症リスク低減及び認知機能の維持に向けた取り組みを推進するとともに、認知症

になっても、本人が自分の希望や思いを安心して話すことができる機会を持ち、地域住民の一

員として参加し続けられる場づくりを進めます。既存の通いの場の活用や、身近で気軽に参加

できる場の整備にも取り組んでいきます。 

認知症に対する正しい知識の普及啓発に継続して努めるとともに、2023（令和 5）年に制定さ

れた「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の理念を踏まえ、本市における認知症

施策の方針を作成し、認知症になっても安心して暮らせる地域づくりを進めていきます。 

6）介護人材確保に向けた取組の推進（基本目標 4） 

市内の小中学校や高等学校、社会福祉法人連絡会と連携し、次世代を担う若い世代を対象と

した福祉教育を推進することで、介護の仕事の魅力を伝え、将来の担い手の裾野を広げていき

ます。あわせて、介護人材確保に向けたプラットフォームの構築を推進し、求人と人材のマッ

チングの円滑化を図ります。 

また、介護支援専門員をはじめとする専門職の資格取得・更新等に係る費用の負担軽減に取

り組み、介護人材の確保及び定着を支援します。あわせて、専門職の業務負担を軽減するた

め、介護助手をはじめとする多様な担い手の参入促進にも取り組み、介護現場の生産性向上と

持続可能な人材確保体制の構築を図っていきます。 
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４．日常生活圏域と地域包括ケア圏域の設定 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるようにするため、本市では、市民の生

活形態に合わせた適切な支援やサービスを提供するための範囲（圏域）を「層」という形で捉

え、地域福祉計画と整合を図りながら、包括的支援体制の充実と住民主体による持続可能な地

域づくりを進めています。 

第 2層にあたる地域包括ケア圏域は、地域包括支援センターの対応範囲として、中部（上

野・島ヶ原・大山田支所管内）、東部（伊賀・阿山支所管内）、南部（上野南部地区の一部・

青山支所管内）の 3圏域を設定し、全市を重層的にカバーしています。身寄りのない高齢者へ

の支援やアウトリーチ体制の強化など、今後より専門的かつきめ細やかな対応が求められる

中、各圏域の地域包括支援センターが地域の最前線として果たす役割は一層重要になっていま

す。 

また、介護保険制度においては、第 3期計画から市内を日常生活圏域に分け、その圏域ごと

に地域密着型サービスの整備を進めてきました。この日常生活圏域は、地理的条件、人口、交

通事情、その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備状況等を

総合的に勘案し、保険者ごとに定めることとされています。本市においては、介護保険サービ

スを中心とし、地域の支え合いの基盤を整えていくことをめざしていることから、介護サービ

ス等が効果的・効率的に提供できる範囲として、9つの日常生活圏域を設定します。施策・事業

内容に応じて、各支所単位や地域ケア会議の実施範囲の中で柔軟に対応することも重要であ

り、とりわけ介護予防日常生活圏域ニーズ調査において移動手段の確保が高齢者の生活継続を

左右する重要な要素として示されたことを踏まえると、交通事情を考慮した柔軟な圏域運用の

意義は今後一層大きくなるものと考えられます。 
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５．計画の体系 

 【基本理念】    【基本目標】             【施策の方向性】 
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え
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ま
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住み慣れた地域で暮ら

し続けるために 

いきいきと活動するため

に 

認知症になっても安心

して暮らすために 

介護が必要となっても

安心して暮らすために 

(1) 多機関協働による丸ごと受け止める包括的相談 
    支援体制の推進 

(2) 医療と介護による切れ目のない支援体制の充実 

(3) 頼れる身寄りのない高齢者支援と権利擁護体制 
    整備の推進 

(4) 地域主体の支え合いと交流の場の創出推進 

(5) 生きがい・社会参加による孤立防止の促進 

(6) 移動困難者への支援の充実 

(7) 安全・安心で住みよいまちづくりの推進 

(1) 早期発見に向けたフレイル対策の強化 

(2) 身近な通いの場の拡大と活性化 

(3) 介護予防と社会的包摂の推進 

(1) 認知症に備える取り組みや普及啓発の推進 

(2) 早期発見から適切なケアへつなげる早期対応の 
    推進 
 
(3) 認知症の人と家族が安心できる交流・支援の場の 
    充実 
 

(4) 認知症基本法＊をふまえた取り組みの推進 

(1) 介護保険サービス等の充実 

(2) 利用者本位で安全・安心なサービス提供体制の 
    確保 

(3) 安定した質の確保と持続可能な介護サービス提供 
    体制の充実 

(4) 介護者支援の充実 

(5) 介護人材確保に向けた取組の推進 

…重点施策 
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